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   平成 18 年 12 月４日 

  各   位                         
会 社 名        株式会社 ワ ー ク マ ン         
代 表 者 名 代表取締役社長 山 根 定 美 
 （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号７５６４） 
問 合 せ 先 常務取締役財務部・情報システム部・経営企画部担当 
                 児 島 芳 夫 
Ｔ Ｅ Ｌ        03-3847-7730 
ホームページ        http//www.workman.co.jp/ 

 

（訂正）平成 19 年３月期 中間決算短信（非連結）の一部訂正について 

 
平成 18 年 11 月９日に発表いたしました「平成 19 年３月期中間決算短信（非連結）」の記載内容につ

いて、一部訂正がありましたのでお知らせいたします。 
なお、訂正箇所は下線 を付しております。 

 
記 

 

訂正箇所 
１．（12 ページ）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

（訂正前） 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  期 別 

 

項 目 

当中間会計期間 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成 18 年９月 30 日 

前中間会計期間 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年９月 30 日 

前事業年度 

 自 平成 17 年４月 1 日 

 至 平成 18 年３月 31 日 

    

    

    

３．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

売上債権、加盟店貸勘定等の貸

倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

（１）貸倒引当金 

同 左 

（１）貸倒引当金 

同 左 

 （２）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成 17 年 11 年

29 日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ 17,720 千円減少しており

ます。 

（２） 

―――――― 

（２） 

―――――― 

    

 



 ２ 

（訂正後） 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  期 別 

 

項 目 

当中間会計期間 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成 18 年９月 30 日 

前中間会計期間 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年９月 30 日 

前事業年度 

 自 平成 17 年４月 1 日 

 至 平成 18 年３月 31 日 

    

    

    

３．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

売上債権、加盟店貸勘定等の貸

倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

（１）貸倒引当金 

同 左 

（１）貸倒引当金 

同 左 

 （２）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成 17 年 11 月

29 日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ 17,720 千円減少しており

ます。 

（２） 

―――――― 

（２） 

―――――― 

    

 
 
２．（15 ページ）（中間株主資本等変動計算書関係）  

 
（訂正前） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前 事 業 年 度 末 

株 式 数 （ 千 株 ） 

当 中 間 会 計 期 間 

増加株式数（千株） 

当 中 間 会 計 期 間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株 式 数 （ 千 株 ） 

発行済株式     

普通株式 10,230,852 － － 10,230,852 

合   計 10,230,852 － － 10,230,852 

自己株式     

普通株式 180 － － 180 

合   計 180 － － 180 

 
（訂正後） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

２．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前 事 業 年 度 末 

株 式 数 （ 株 ） 

当 中 間 会 計 期 間 

増加株式数（株） 

当 中 間 会 計 期 間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株 式 数 （ 株 ） 

発行済株式     

普通株式 10,230,852 － － 10,230,852 

合   計 10,230,852 － － 10,230,852 

自己株式     

普通株式 180 － － 180 

合   計 180 － － 180 

 
以 上 


